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医療用医薬品の流通改善への取組みについて 

 

 

 日頃、当連合会の事業に御理解・御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、昨年「医療用医薬品の流通改善に関する懇談会」において、「医療用医薬品の流

通改善について（提言）」（以下、「新提言」という。）が取りまとめられ、医薬品流通を

取り巻く急激な環境変化を踏まえた取組みの方向性が示されました。 

厚生労働省は、新提言の趣旨を徹底し公的医療保険制度の安定的・継続的な運営を確

保する観点から、流通改善の一層の推進について公的医療機関本部等を訪問して協力要

請を行うとともに、別添１の通知を発出したところです。 

こうした状況に鑑み、当連合会では「新提言等フォローアップタスクフォース」を設

置し、新提言に盛り込まれた課題への積極的な対応に努めているところです。その取組

みの一環として「医療用医薬品の流通改善」に関するポスターを作成し、医薬品卸業界

全体で流通改善の気運を高め、主要な４つの課題（①単品単価交渉の推進、②覚書締結

の促進、③持続可能な後発医薬品の流通の実現、④本体価格(税抜価格)での交渉）への取

組みを推進していただくよう会員卸企業にお願いしたところです。 

併せて、この４つの課題への取組みを円滑に進めるため、本年８月中を目途に別記の

団体を訪問し、別添２のとおり、流通改善への協力を要請することとしております。 

貴団体におかれましても、地区の状況を踏まえつつ、流通改善に積極的に取り組んで

いただきますようお願い申し上げます。 

 

  



 

 

各地区連合会（１０地区） 

 

○北海道地区    北海道医薬品卸売業協会 （会長：眞鍋雅昭） 

○東北地区     東北医薬品卸業連合会  （会長：一條武） 

○関東地区     関東医薬品卸協議会   （会長：長福恭弘） 

○甲信越地区    甲信越ブロック協議会  （会長：岡野昌彦） 

○北陸地区     北陸卸薬業協議会    （会長：松井秀太郎） 

○東海地区     東海卸薬業団体協議会  （会長：中北馨介） 

○近畿地区     近畿医薬品卸協議会   （会長：服部保） 

○中国地区     中国地区医薬品卸業連合会（会長：髙橋英富） 

○四国地区     四国医薬品卸業連合会  （会長：中澤栄一郎） 

○九州地区     九州医薬品卸業連合会  （会長：富田正夫） 

 

  



 

 

【別記】 

 

（公社）全国自治体病院協議会 

（一社）日本私立医科大学協会 

国家公務員共済組合連合会 

全国厚生農業協同組合連合会 

 （独法）国立病院機構 

 （独法）地域医療機能推進機構 

  日本赤十字社 

 （社福）恩賜財団済生会 

 （公社）日本薬剤師会 

 （一社）日本保険薬局協会 

  日本チェーンドラッグストア協会 

 











別添２ 
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別 記  殿 

 

 

                  (一社)日本医薬品卸売業連合会                      

会長  鈴 木  賢 

 

 

医療用医薬品の流通改善について(お願い)  

 

 貴連合会(社・機構・協会等)におかれましては、日頃、医療用医薬品の流通に

ついて多大なご指導ご鞭撻をいただき、厚く御礼申し上げます。 

 さて、平成 28年度の薬価改定により、本年 4月 1日から新たな薬価による医

薬品の価格交渉が開始され、医療機関・保険薬局と医薬品卸企業との価格交渉も

大詰めを迎えております。 

 ご高尚の通り、昨年 6月に閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方針 2015」 

には、後発医薬品にかかる数量シェア目標値を 2018年度から 2020 年度末まで

のなるべく早い時期に 80%以上とする、後発医薬品の更なる使用促進の方針が

示されました。また、薬価調査の信頼性の確保等の観点から「未妥結減算制度」

が導入されるなど、医療用医薬品の流通を取り巻く環境は大きな転換期を迎え

ております。こうした急激な環境変化を踏まえ、昨年 9月、医療用医薬品の流通

改善に関する懇談会(流改懇)において、今後 10 年先を見据えた流通改善の方向

性を示す「医療用医薬品の流通改善の促進について(提言)」(以下、「新提言」)が

取りまとめられたところです。         

 当連合会としては、新提言を踏まえて、流通改善に本格的に取り組んでいかな

ければならないと考えております。このため、医薬品卸業界全体で流通改善への

気運を高めつつ取組みを徹底するため、下記の課題を盛り込んだポスターを作

成し、会員卸企業が一丸となってそれらの課題解決に向けて取り組むこととし

ております。医療機関・保険薬局との価格交渉等においては、これを踏まえて対

応してまいる所存ですので、何卒ご理解ご協力をいただきますようよろしくお

願い申し上げます。 

 

 

 



                  

                  記 

 

１「単品単価交渉の推進」について 

新提言においては、銘柄別収載及び市場実勢価格による薬価改定を実施し 

 ている現行薬価制度の趣旨や、革新的新薬創出のためのイノベーションを適 

 切に評価する観点から、単品単価交渉が極めて重要な課題であるとされてお 

 ります。このため、今後、個々の医薬品の価値に基づく単品単価交渉を推進し 

 ていく必要があります。 

 

２．「覚書締結の促進」について 

単品ごとの価格を明示した覚書締結を促進することは、単品単価交渉を推 

 進するための有効な方策の一つであります。日本保険薬局協会との間で覚書 

締結の促進を図っております。今後は、医療機関との間においても、こうした 

取組を参考として単品単価交渉を更に推進してまいりたいと考えております。 

 

３．「持続可能な後発医薬品の流通の実現」について  

新提言においては、全ての流通当事者は、後発医薬品の使用促進は、医療の 

 質を落とすことなく患者の負担を軽くし、医療保険財政の改善に資するもの 

であるとの共通認識を持ち、後発医薬品の適切な安定供給が可能となる流通 

体制の見直しを行うことが求められております。今後、その具体化に向けて取 

り組んでいく必要があります。 

 

４．「本体価格(税抜価格)での交渉」について 

当連合会は、消費税転嫁対策特別措置法に基づき、一昨年 10月から、2018 

年 10月まで、「消費税表示カルテル」を実施しております。これは、従来、医 

療機関・保険薬局と医薬品卸企業との価格交渉は、薬価からの値引率（薬価差 

率）で行われておりましたが、薬価の中には消費税相当額が含まれております 

ので、正味の値引率に消費税相当額を含んだ価格交渉になり、医薬品本来の価 

値に見合う価格が不鮮明になります。このため、薬価の中の薬価本体価格と消 

費税相当額を分解して「見える化」し、薬価本体価格からの値引率で価格交渉 

を行うことが価値に見合った市場価格の形成を図る上で望ましいとの考え方 

から実施したものであり、早急にその推進を図っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 



別記 

  （公社）全国自治体病院協議会 

  （一社）日本私立医科大学協会 

国家公務員共済組合連合会 

   全国厚生農業協同組合連合会 

  （独法）国立病院機構 

  （独法）地域医療機能推進機構 

   日本赤十字社 

  （社福）恩賜財団済生会 

  （公社）日本薬剤師会 

  （一社）日本保険薬局協会 

   日本チェーンドラッグストア協会 
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